
2018年度 春 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL01218A13）

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

フィリピン A204 防災・災害対策 個別 新規 2年 ・2018/4 ・2019/1

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

国家経済開発庁ボランティア調整局

2）配属機関名（日本語）

アルバイ州バカカイ町役場 災害危機軽減管理事務所

3）任地（ アルバイ州バカカイ町 ） JICA事務所の所在地（ マニラ ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 飛行機+ﾊﾞｽ で 約 3.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

配属先は富士山に似た円錐形の成層火山「マヨン山」を望む人口7万人程の町の役場にある災害危機軽減管理事務所。町
の年間予算は約3.5億円、職員数250名。配属先の年間予算は1800万円弱、職員数は2名である。フィリピンでは2010年
に災害危機軽減管理法が制定され、各自治体が防災事業に取り組むことが義務付けられた。そのため同町でも災害危機
軽減管理事務所を設置し、各村の職員を対象に防災トレーニングを実施したり、災害に備えて備品を供与したりしてい
る。外国からの支援の受入経験は無い。任地で起こり得る災害は火山噴火、台風、地震等である。

【要請概要】
1）要請理由・背景

フィリピンの小学校においては災害に対する備えと対応に関する教育が開始されつつあるが、一般教員はそれらに関す
る知識が不足しているため、十分な指導ができているとは言えない。そのため小学校から防災対策担当部署である配属
先に対して協力が求められている。配属先は町にある41の小学校の中から、まずは近隣の10校をパイロット校として選
定し、防災啓発活動を始める予定だが、専門性を持つ人材がいないため、青年海外協力隊(JV)の要請へと至った。なお、
フィリピンの小学校では防災教育としては避難訓練が一般的に行われている。フィリピンでの同職種のJVが行っている
防災教育の例としては、「防災タウンウォッチング」や「危険個所マッピング」、「カエルキャラバン」、「紙芝居」
等の手法があり、児童が興味を持って学べる機会の提供が期待されている。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

配属先同僚と共に以下の活動を行う。

1. 町の小学校において、防災や災害に対する意識調査を行う
2. 1.の結果を元にして、防災教育モジュールを作成する
3. 教員や児童を対象に、防災教育に関するワークショップを開催する

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

パソコン、プリンター等の事務機器

4）配属先同僚及び活動対象者

カウンターパート:男性40代(経験年数2年)
他男性スタッフ(20代)1名

5）活動使用言語

英語

6）生活使用言語

その他

7）選考指定言語

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/


【資格条件等】
[免許]：（　　　　）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（専門学校卒）　備考：同僚とのバランス

[経験]：（　　　　）　備考：

[参考情報]：

　・地域住民や学校を対象とした防災訓練や防災教育経験

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（熱帯モンスーン気候）　気温：（25～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
JICA事務所からマニラ空港までは車で1時間
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